
墨 田 区（報道）            

                  令和5年11月15日 佐藤 
～ 災害時に要配慮者が安心して避難生活を送れるよう、民泊施設と連携 ～ 

Airbnb Japan(株)と災害時における民泊
施設の提供に関する連携協定を締結 
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《概要》災害時における民泊施設提供の協力に関する協定 
  趣旨：災害時において、要配慮者等の受入れに係る民泊施設提供の協力に関して、Airbnb Japan㈱が

区に協力するために必要な事項を定める。 
有効期間：令和5年11月15日（締結日）から令和6年3月31日まで（以降、1年間の自動延長） 

  主な内容：（１）区からAirbnb Japan㈱への協力要請 
          災害時に避難所の施設状況や受入人数の推移等を見ながら、特段の配慮が必要と認

められる要配慮者に対して、民泊施設への避難ができるよう協力を要請する。 
（２）協力の範囲 

          Airbnb Japan㈱は区からの要請に応じ、仲介ウェブサイトに掲載されている民泊施

墨田区は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。 

本日、区と民泊業界大手のAirbnb Japan株式会社（新宿区西新宿1-14-11）は、災害時において、妊
産婦や乳幼児等の要配慮者が、安心して避難生活を送ることができるよう、民泊施設への避難を目的と
した「災害時における民泊施設提供の協力に関する協定」を締結しました。自治体において、民泊施設
を避難場所として活用することは非常に先進的な取組みである上、同社においては、災害時に民泊施設
を避難場所として活用する協定はこれまでになく、全国初の取組みとなります。 
本日、区役所にて執り行われた締結式には、山本 亨区長とスティーブン･リュウAirbnb公共政策本部
アジア太平洋総括が出席し、取り交わした協定書とともに記念撮影などを行いました。 
本件は、同社から区に対して地域貢献の申し出があったことがきっかけで、災害時における要配慮者
対策を進めている区と協定を結ぶに至ったもので、災害時において、要配慮者等の受入れに係る民泊施
設提供の協力に関して必要な事項を定めたものです。 
対象施設は、災害時において使用可能な民泊施設で、水害時においては、これらの施設のうち、垂直
避難が可能な施設としています。同社では、今後もホスト（民泊施設を提供する事業者）に協力を呼び
かけ、対象となるリスティング（部屋）を増やしていけるよう調整を進めていく方針です。 
今回の協定締結について山本区長は、「今回の協定締結で、民泊施設を避難場所として新たに確保する
ことができることとなり、本当にありがたい。自宅に近い環境で生活ができるという民泊施設の特徴は、
避難者の安心感にも繋がっていく。今後も地域や事業者などと連携し、各種防災対策をさらに進めてい
きたい。」と話しました。 

（写真左から、山本 亨 墨田区長、スティーブン･
リュウAirbnb公共政策本部アジア太平洋総括） 



設のうち、災害時に使用可能な民泊施設の情報を区に報告する。また、水害時におい
ては、垂直避難が可能な民泊施設の情報を区に報告する。受入期間は７日以内を想定
しているが、災害発生規模等により、滞在を延長する場合は、区とAirbnb Japan㈱及
び民泊施設を管理する事業者と協議のうえ決定する。 

（３）民泊施設使用に係る費用負担 
          民泊施設使用に係る費用は、原則区が負担する。なお、負担する費用の額及び支払

方法については、区とAirbnb Japan㈱及び民泊施設を管理する事業者の協議により決
定する。 

（４）その他 
          区とAirbnb Japan株式会社は、平常時から受入に係る使用手順などについて情報共

有を行い、災害時に迅速かつ円滑に要配慮者が民泊施設を使用できるよう、相互の連
携を図る。 

《問合せ》墨田区 危機管理担当 防災課 電話 03-5608-6206 
     Airbnb Japan株式会社 広報 メール press-jp@airbnb.com 

※ お問い合わせは午後５時までにお願いします。（広報広聴担当 ℡03-5608-6220） 
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